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【日本型直接支払制度の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害額は毎年約200億円と高止まり 

鳥獣被害対策にＪＡが貢献！ 

 ・地域の実施隊等の被害防止活動に積極的に参画。 

・全国で捕獲等有資格職員を１，５００人養成。 

 

  

【鳥獣被害の要因と被害の現状】

鳥獣の生息域
の拡大

狩猟者の減
少、高齢化

耕作放棄地
の増加

鳥獣被害の深刻化・広域化

年度 被害額

２２年度 ２３９億円

２３年度 ２２６億円

２４年度 ２３０億円

２５年度 １９９億円

２６年度 １９１億円

 

【鳥獣被害の要因と被害の現状】 

日本型直接支払制度

農地維持支払

資源向上支払

環境保全型農業直接支援

中山間地域等直接支払

草刈り、泥上げなど多面的機能を支える共同活動を支援

農道・水路など地域資源の質的向上を図る共同活動を支援
（施設の長寿命化の取り組みも支援）

条件不利地（傾斜地等）と平地のコスト差（生産費）を支援

緑肥など環境保全効果の高い営農活動の追加コストを支援

多面的機能支払

取組面積（単位：ha） カバー率

全体 2,178,405 52%

田 1,371,239 61%

畑 517,834 42%

草地 289,332 40%

≪「農地維持支払」の取組面積とカバー率（例）≫

地方負担があり、取組面積・
カバー率は伸びていない。

＊農水省発表数値 

 （２７年度見込み） 
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農 業 者 の 所 得 増 大 ・ 農 業 生 産 の 拡 大 ・ 地 域 の 活 性 化  
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